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はじめに

「我が国は，国民のたゆまぬ努力により，かつてない

経済的繁栄を築き上げるとともに，人類の願望である長

寿を享受できる社会を実現しつつある．今後，長寿をす

べての国民が喜びの中で迎え，高齢者が安心して暮らす

ことのできる社会の形成が望まれる．そのような社会は，

すべての国民が安心して暮らすことができる社会でもあ

る．

しかしながら，我が国の人口構造の高齢化は極めて急

速に進んでおり，遠からず世界に例を見ない水準の高齢

社会が到来するものと見込まれているが，高齢化の進展

の速度に比べて国民の意識や社会のシステムの対応は遅

れている．早急に対応すべき課題は多岐にわたるが，残

されている時間は極めて少ない．

1　 本稿は 2015 年 8 月 31 日に姫路市役所で行った姫路市地域包
括支援センター連絡会研修における講演に加筆修正を加えた
ものである．

このような事態に対処して，国民一人一人が生涯にわ

たって真に幸福を享受できる高齢社会を築き上げていく

ためには，雇用，年金，医療，福祉，教育，社会参加，

生活環境等に係る社会のシステムが高齢社会にふさわし

いものとなるよう，不断に見直し，適切なものとしてい

く必要があ（る．）2」これは 1995 年制定の「高齢社会対

策基本法」の前文の一部である．ここには，現在の様々

な社会システムが高齢社会に対応できないことの認識が

明らかにされている．

2007 年 2 月 7 日に起こった認知症高齢者が徘徊のの

ち列車に衝突して死亡した鉄道事故は，当該鉄道会社が

認知症高齢者の家族に対して損害賠償請求を行った事件

であったが，本件は，認知症高齢者が他害行為を行った

場合の不法行為責任もまた見直しを必要とする社会シス

テムの一つであることを示す事例であったと思う．本稿

では，かかる認識の下，まず，高齢化によるわが国の社

会構造の変化と認知症高齢者施策等について概観し，つ

2　 「高齢社会対策基本法」（平成７年法律第 129 号）
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要約：平成 19（2007）年 2 月 7 日，認知症高齢者が徘徊し線路に立ち入り，列車に衝突して死亡する事故
が起こった．かかる事故に関して，鉄道会社が，その認知症高齢者を介護してきた家族に対して起こした
損害賠償請求訴訟についての判決が，平成 25（2013）年 8 月 9 日に名古屋地裁において，また，平成 26（2014）
年 4 月 24 日に名古屋高裁でくだされた．いずれも，当該認知症高齢者を介護してきた家族の責任を認める
ものであった．判決については，多くの法学者からは，いくつの疑問点が指摘されてはいるが，損害の公
平な負担等から考えて現行法の解釈としては概ね妥当な判決であると評されている一方，介護現場からは
介護の実情を理解していない判決だとの批判が浴びせかけられている．最高裁では，控訴審判決は見直さ
れるものと思われる．
　しかし，そもそも当該事件で問題となる民法 714 条は，「家制度」の思想に沿革を求めうるものであり，
核家族化した「現代の家族」，そして，高齢化の進展した「現代の社会」にはふさわしくないものであると
思われる．本稿では，「法は社会規範であり，社会構造が変化すれば当該社会にふさわしい法制度に改正す
る必要がある」との考えから，現代の社会構造の変容を概観したうえで，認知症高齢者が他害行為を行っ
た場合の責任について，見直しの必要性を明らかにする．
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いで，認知症高齢者鉄道事故判決から浮かび上がった現

行法上の問題点を検討する．そして，これらから，現行

の民法不法行為法（民法 714 条）が高齢社会に対応でき

ないことを明らかにしていくこととする．

１．わが国の高齢化の現状と今後の予測

高齢社会とは，総人口に占める 65 歳以上の老年人口

が増大した社会のことをいうが，一般には，高齢化率 7

％以上となった社会を「高齢化社会」，14％以上となっ

た社会を「高齢社会」，21％を超える社会を「超高齢社会」

という．わが国は世界に類を見ない速度で高齢化が進ん

でおり，高齢化スピード，平均寿命，高齢者数のいずれ

の面からみても，わが国はすでに世界一の超高齢社会と

なっている 3．2014 年で，65 歳以上の高齢者数は 3,300 万

人，総人口に占める割合は 26.0％，実に 4 人に 1 人が高

齢者となっている．今後も高齢化は進み，2025 年には，

65 歳以上の高齢者数は 3657 万人，2042 年にはピークを

迎え，高齢者数は 3878 万人にも上ると予測されている．

また，高齢化の進展は 75 歳以上の後期高齢者におい

て特に顕著となってくる．後期高齢者数は，2014 年に

は 1592 万人，総人口に占める割合が 12.5％であるが，

2025 年には後期高齢化率が 20％，2055 年には後期高齢

者の総人口に占める割合が 25％を超える見込みである

という 4．つまり，4人に1人が後期高齢者の時代になる．

後期高齢者の増加は，要介護高齢者数，認知症高齢者

数の増加に大きな影響を及ぼす．75 歳以上で要介護の

認定を受けている人は 75 歳以上の被保険者のうち 23.0

％を占めており，また，年齢が 5 歳高まると認知症高齢

者の有病率はおよそ 2 倍に増えることが分かっているか

らである．2012 年時点では，約 462 万人， 65 歳以上高

齢者の約７人に１人が認知症であると推計されている

が 5，2025 年には約 700 万人が認知症となり，65 歳以上

高齢者の約 5 人に１人に上昇する見込みであるとされて

3　 先進諸国の高齢化率と比較すると，我が国は，1980 年代まで
は下位，90 年代にはほぼ中位であったが，2005 年には最も
高い水準となった．（UN，World Population Prospects: The 
2012 Revision）

4　 国立社会保障・人口問題研究所『日本の将来推計人口（平
成 24 年１月推計）中位推計』；平均寿命は，2013 年現在，
男性 80.21 年，女性 86.61 年．2060 年には，男性 84.19 年，女
性 90.93 年となり，女性の平均寿命は 90 年を超える．

5　 正常と認知症との中間の状態の軽度認知障害（MCI: Mild 
Cognitive Impairment）と推計される約 400 万人 と合わせる
と，65 歳以上高齢者の約４人に１人が認知症又はその予備群
であるとも言われている．

いる 6．

２．認知症高齢者の居所と世帯形態の現状と今後の予測

わが国の介護保険制度の下では，高齢者は，要介護状

態・認知症となっても，その環境に応じて，自宅で家族

等の介護を受けて，独居であっても地域の見守り等の支

援を受けながら，小規模多機能型居宅介護や定期巡回・

随時対応サービスなどの訪問系・通所系サービスを受け

たり，認知症グループホームや有料老人ホーム等におけ

る特定入居者生活介護などの居宅系サービスを利用した

り，介護保険施設に入って施設サービスを受けたりと，

様々な形で介護サービスと関わりながら生活できること

になっている．

しかし，自宅での介護が困難となった高齢者すべてが，

介護保険施設等において介護サービスを受けられるわけ

ではない．介護保険施設等に入居しうる高齢者は，せい

ぜいで人口の 3.5％程度，多くても 4％である．実際，「平

成 19 年度介護保険事業報告」によると，要介護認定を

受けた高齢者 453 万人のうち 348 万人が在宅で介護を受

けながら生活をしているとされている 7．また，「2017 年

の推計値では，認知症高齢者数は 373 万人とされている

が，そのうち，在宅に 186 万人，介護保険施設に 105 万

人，居住系施設（特定施設入居者生活介護・認知症対応

型グループホーム）に 44 万人，医療機関に 38 万人とさ

れており，認知症高齢者の半数以上が在宅で過ごしてい

る」という 8．

今後も特別養護老人ホーム等介護保険施設を大幅に増

やすことは，施設の運営資金の大半を介護保険で賄って

いることや，すでに既存施設においても介護職員不足が

生じてきていること，施設増設による地域のゴーストタ

ウン化も懸念されることなどを考えると難しいと思われ

る．そのため，多くの高齢者は，要介護状態・認知症と

なっても在宅で介護を受けながら生活することにならざ

るをえないと思われる．もちろん，高齢者本人が地域で

6　 厚生労働省研究班（代表者・朝田隆筑波大教授）の調査「65
歳以上の高齢者のうち，認知症の有病率は推計 15％」から算
出した推計値．この調査によると，全国の有病率を 15％と推
計し，2012 年時点の高齢者数 3079 万人から，認知症の人を
約 462 万人とし，うち在宅有病者数は約 270 万人，その中で
独居者は約 43 万人と分析している．

7　 厚生労働省 『平成 19 年度介護保険事業状況報告』
8　 筒井孝子「これからの認知症施策と地域包括ケアシステム」

（独立行政法人東京都健康長寿医療センター『認知症の総合
アセスメント』2014 年 14 頁）
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認知症高齢者が住み慣れた地域で暮らすために
～認知症鉄道事故から認知症高齢者が不法行為を行った場合の責任を考える～

の，自宅 9 での暮らしを希望するケースも多いが，施設

等への入居を希望してもその希望が叶えられないケース

も多数生じてくることになる 10．2014 年 3 月に発表され

た厚生労働省の報告によると，2014 年 3 月の段階で特

別養護老人ホーム待機者は 52 万 2,000 人．2009 年 12 月

に集計された同調査と比較すると約 10 万人増加してお

り，５年で待機者数が10万人近くも増加している．現在，

特別養護老人ホームの利用者数が約 52 万人であること

を考えると，複数の施設に申し込みをしている人もいる

が，利用者とほぼ同数の人が入居できずに待機している

というのが現状である．

それでも大家族等で家族介護が期待できる状態であれ

ば，認知症になっても自宅で訪問系サービス等を利用し

ながら安心安全に暮らすことも可能であるかもしれな

い．しかし，核家族化という家族形態の変容や家族間の

関係性の希薄化のため，家族による介護を期待できな

い高齢者が増えてきている．2013 年，65 歳以上の高齢

者がいる世帯の数は 2,242 万世帯であり，全世帯（5,011

万世帯）の 44.7％を占める．とりわけ，前述のように核

家族化の進行等のため，一人暮らし高齢者世帯や夫婦二

人のみの高齢者世帯が増えてきている．1980 年には一

人暮らし高齢者世帯の高齢者人口に占める割合は，男性

4.3％，女性 11.2％にすぎなかったが，2010 年には男性

11.1％，女性 20.3％となっている．2015 年には，高齢者

のいる世帯のうち，夫婦のみの高齢者世帯が一番多く

599 万世帯で約 3 割を占めており，一人暮らし高齢者世

帯が 562 万世帯となっている．これらをあわせると，す

でに高齢者のいる全世帯の半数を超える．2025 年には，

65 歳以上の一人暮らし世帯は 673 万世帯，65 歳以上の

高齢者夫婦のみの世帯は 594 万世帯となり，高齢者のみ

の世帯が全世帯の 25.7％を占めるようになると予測され

ている 11．4世帯に1世帯が高齢者のみで暮らす世帯とな

9　 �65 歳以上の高齢者の持ち家率は 85.7％であるという（総務
省統計局「平成 19 年家計調査」）．

10　2010 年に厚生労働省老健局が行った「介護保険制度に関する
国民の皆さまからのご意見募集」によると，「自分が介護が
必要になった場合」に関して，最も多かったのは「家族に依
存せずに生活できるような介護サービスがあれば自宅で介護
を受けたい」で 46％，次に「自宅で家族の介護と外部の介護
サービスを組み合わせて介護を受けたい」が 24％であった ．
「医療機関に入院して介護を受けたい」は 2％，特別養護老
人ホームなどの施設で介護を受けたい」が 7％，「有料老人ホー
ムやケア付き高齢者住宅に住み替えて介護を受けたい」が
12％であった．しかし，2010 年に国土交通省が行った「住生
活に関する国民アンケート」によれば，介護が必要になった
時，６割以上が介護施設，続いて医療・福祉サービス付き住
宅（55.4％）を望む声が多かった．

11　国立社会保障・人口問題研究所 『日本の世帯数の将来推計（全

る．

これらの予測値からは，一人暮らしの認知症高齢者世

帯，夫も妻も認知症高齢者である夫婦のみの世帯など，

困難を抱える多くの高齢者が居宅で暮らす社会がやって

くることになると予想されるのである．そのため，認知

症になっても住み慣れた地域で安心して暮らせる仕組づ

くりが，我が国の喫緊の課題となってきている 12．

３．わが国の認知症施策の現状

2012 年 9 月，厚生労働省は，「認知症の人は，精神科

病院や施設を利用せざるを得ない」という考え方を改

め，｢ 認知症になっても本人の意思が尊重され，できる

限り住み慣れた地域のよい環境で暮らし続けることがで

きる社会」の実現を目指すとして，標準的な認知症ケア

パスの作成・普及，「認知症初期集中支援チーム」の設置，

早期診断等を担う医療機関整備，かかりつけ医認知症対

応力向上研修，認知症サポート医養成研修，「地域ケア

会議」の普及・定着，認知症地域支援推進員や認知症サ

ポーターを増やすことなどを 2013 年度から 2017 年度ま

での目標として掲げる「認知症施策推進５か年計画（オ

レンジプラン）13」を公表した．

さらに，2015 年 1 月には，厚生労働省は関係省庁（内

閣官房，内閣府，警察庁，金融庁，消費者庁，総務省，

法務省，文部科学省，農林水産省，経済産業省，国土交

通省）と共同して，いわゆる団塊の世代が 75 歳以上と

なる 2025 年を目指し，認知症の人の意思が尊重され，

できる限り住み慣れた地域のよい環境で 自分らしく暮

らし続けることができる社会を実現すべく，先の「認知

症施策推進 5 か年計画」を改め，新たに「認知症施策推

進総合戦略～認知症高齢者等にやさしい地域づくりに向

けて～（新オレンジプラン）14」を策定した．

国推計）（平成 20 年 3 月推計）』
12　内閣府『平成 24 年版高齢社会白書』
13　厚生労働省 「認知症施策推進５か年計画（オレンジプラン）」

平成 24（2012）年 9 月 6 日
14　 厚生労働省「認知症施策推進総合戦略（新オレンジプラン）」

平成 27（2015）年 1 月 27 日：認知症高齢者にやさしい地域
づくりを推進していくため，認知症の人が住み慣れた地域の
よい環境で自分らしく暮らし続けるために必要としているこ
とに的確に応えていくことを旨としつつ，以下の７つの柱に
沿って，施策を総合的に推進していく．①認知症への理解を
深めるための普及・啓発の推進，②認知症の様態に応じた適
時・適切な医療・介護等の提供，③若年性認知症施策の強化，
④認知症の人の介護者の支援，⑤認知症人を含む高齢者にや
さしい地域づくりの推進，⑥認知症の予防法，診断法，治療法，
リハビリテーションモデル，介護モデル等の研究開発及びそ
の成果の普及の推進，⑦認知症の人やその家族の視点の重視．
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また，2014 年 6 月に公布された「地域における医療

及び介護の総合的な確保を推進するための関係法律の整

備等に関する法律 15」は，医療・介護一体的改革のため

の「持続可能な社会保障制度の確立を図るための改革の

推進に関する法律（社会保障制度改革プログラム法）16」

に基づく措置として，効率的かつ質の高い医療提供体制

を構築するとともに，高齢者が住み慣れた地域で自分ら

しい暮らしを人生の最期まで続けることができるよう

「地域包括ケアシステム」を構築することを通じ，地域

における医療及び介護の総合的な確保を推進するため，

医療法，介護保険法，地域における公的介護施設等の計

画的な整備等の促進に関する法律等の関係法律について

の整備等を行うことを目的として制定された．

他方，「介護保険法 17」では，特別養護老人ホームにつ

いては，在宅での生活が困難な中重度（要介護度 3 以

上）の要介護者を支える機能に重点化することとし，介

護度の低い高齢者が地域で暮らし続けることができるよ

うにするため，在宅医療・介護の連携推進に係る事業を

地域支援事業に位置付けている．そして，2025年までに，

保険者である市区町村が主体となり，地域によって異な

る高齢者のニーズや医療，介護の実情を正確に把握し，

どうすれば豊かな老後の生活を営めるかを検討するとと

もに，住民や医療・介護施設などと連携・協議し，地域

の多様な主体を活用して高齢者を支援するために「地域

包括ケアシステム」を構築することとし，これらのプロ

セスが円滑に推進できるよう，「地域ケア会議 18」を制度

上に位置付け，個別事例（困難事例など）の検討を通じ，

多職種協働によるケアマネジメント支援や，地域支援の

ネットワークを構築するように指導している．

実際，様々の地域で，居宅介護の限界点を高めるため

の工夫を凝らした地域づくりが進められている．例えば，

福岡県大牟田市では「安心して徘徊できる町」をキャッ

チフレーズに認知症になっても安心して暮らせる市民協

15　「地域における医療及び介護の総合的な確保を推進するため
の関係法律の整備等に関する法律」（平成 26 年法律第 83 号）

16　「持続可能な社会保障制度の確立を図るための改革の推進に
関する法律（社会保障制度改革プログラム法）」（平成 25 年
12 月 13 日法律第 112 号）

17　「介護保険法」（平成 9 年法律第 123 号）平成 27（2015）年
の改正では「地域包括ケアシステムの構築と費用負担の公平
化」を目指すとする．：そのため，厚生労働省は，団塊の世
代が 75 歳以上となる平成 37（2025）年（までに地域包括ケ
アシステムの完成を見据えたうえで「第 6 期介護保険事業（支
援）計画」を策定するように示している．

18　平成 18（2006）年 10 月 18 日「厚生労働省老健局振興課長ほ
か連名通知（最終改正：平成 25（2013）年 3 月 29 日）」

働によるネットワークづくりを中心とした地域包括ケア

システム構築を目指している．東京都武蔵野市では武蔵

野市高齢者福祉総合条例を制定し，介護保険外の見守り

や話し相手，散歩の付添いなど市独自サービスを導入し，

地域の認知症高齢者の見守り体制を充実しようとする．

岐阜県白川村では，保健師・看護師 OG をみまもり訪問

員として高齢者宅を随時訪問するなど「みまもりのわ事

業」を展開し，静岡県静岡市でも「みまもりたい活動」

を発足させている．また，兵庫県小野市では，徘徊し行

方不明となった認知症高齢者の個人情報を保護しつつも

速やかな身元確認ができる「お出かけ見守りＱＲコード

シール」を高齢者に配布することとしている．その他の

多くの市町村でも，認知症の高齢者等が徘徊して行方不

明になった時に，警察や家族だけでなく，関係機関や地

域の見守り協力店・事業所等が連携して早期発見と安全

の確保を目指すため，防災メール等で各関係機関や登録

者に発見依頼を配信する徘徊見守りネットワーク制度の

構築を企図している．このように，現在，全国各地では，

認知症高齢者が住み慣れた地域で暮らせる社会の構築を

目指しているのである．

４．認知症高齢者鉄道事故

こうしたなか，2007 年 2 月 7 日，認知症高齢者 C（91

歳・要介護度 4）がデイサービスから帰宅後，C の妻 A

（控訴人：85 歳・要介護度 1）が６～７分まどろんだ隙

に 19，ひとりで外出して線路に立ち入り，列車に衝突し

て死亡する事故がおこった．かかる事故に関して，鉄道

会社が，Ｃの妻であるＡ，子であるＢ（控訴人），D，E

及び F ら 20 に対し，（1）本件事故当時においてＣが責任

能力を有していなかった場合には，民法 709 条又は 714

条に基づき，連帯して，損害賠償金 719 万 7740 円及び

遅延損害金の支払を求め，（2）本件事故当時においてＣ

が責任能力を有していた場合には，民法 709 条に基づき

Ｃが負っていた上記損害賠償金支払義務を控訴人らがそ

の相続分に応じて承継したとして，妻であるＡに対して

359 万 8870 円，子である控訴人Ｂらに対して各々 89 万

9717 円及び遅延損害金の支払を求める損害賠償請求訴

訟を提起したのである．

19　C は週 6 日デイサービスを利用していた．また，出入りを監
視するセンサーを設置していたが，認知症高齢者はアラーム
音によって不穏になるためスイッチを切っていたという．

20　C と同居していたのは妻 A のみで，子 B，D，E 及び F はい
ずれも別居していた．
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①　名古屋地裁判決の要旨 21

�　原審は，本件事故当時においてＣが責任能力を有し

なかったと判断した上，妻Ａに対する請求を民法 709

条により，子Ｂに対する請求を同法 714 条 2 項の準用

により，全部認容し，D，E 及び F らに対する請求を

棄却した．

�　まず，子Bの監督義務者性については，「家族会議・・・

は B が主催して行われ，・・・B において最終的な方針

を決断し決定したものであったとみることができる」

として，B が家長的存在であったとし，さらに「本来

は成年後見の手続きが執られてしかるべきであったと

いえるが，本件においては成年後見の申立がされるこ

とがないまま，実質的にはその手続きが執られている

のと同様に A の財産が管理されていた」として，B

は事実上の成年後見人であったとしたうえで，事実上

の監督義務者であるとした．

�　B の過失については「他人の生命，身体，財産に危

害を及ぼす危険を具体的に予見することが可能であれ

ば足り，線路内に立ち入って電車にひかれるという具

体的な本件事故の態様そのものについて予見すること

ができなかったとしても，直ちに責任を免れることに

はならない．」として，徘徊すれば，その結果，「C 自

身の生命や身体の危険はもとより，・・・交通事故を惹起

したりなどして，他人の生命，身体，財産に危害を及

ぼす危険性を具体的に予見することは可能であったと

いうべきである．」として，徘徊防止策を十分にとら

なかった過失（一般的な監督義務違反）を認定した．

�　さらに，配偶者 A の介護者としての責任について

は，「C が独りで徘徊することを防止するための適切

な行動をとるべき不法行為上の注意義務が存在したと

いうべきである．」とし，A の過失については，「自

分が C から目を離せば，C が独りで外出して徘徊し，

本件事故のように線路内に侵入したり，他人の敷地内

にしたり，公道上に飛び出して交通事故を惹起したり

などして，第三者の権利を侵害する可能性があること

を予見しえたといえる．」として，徘徊防止義務，通

報義務を果たさなかった過失があったとした．

21　名古屋地判平成25年8月9日判時2202号68頁（平成22年（ワ）
第 819 号）；清水恵介「認知症高齢者の人身事故における親
族の監督責任―名古屋地裁平成 25 年 8 月 9 日判決を踏まえ
て―」実践成年後見 49 号（2016 年 3 月）79 頁；西島良尚「成
年後見人の第三者に対する責任」実践成年後見 51 号（2016
年 7 月）31 頁

②　名古屋高裁判決の要旨 22

控訴審は，C が本件事故当時，重度の認知症による

精神疾患を有する者として，精神保健福祉法 5 条の精

神障害者に該当していたとして，控訴人 A について

は，同法20条 1項，2項 2号により，Ｃの配偶者として，

その保護者 23 の地位にあったとした．

A の監督義務者性については，C が配偶者であるこ

とから精神保健福祉法にいう保護者であり，自傷他害

防止義務が削除されたといえども，そもそも「夫婦は，

婚姻関係上の法的義務として，同居し，互いに協力し

扶助する義務を負う（民法 752 条）ことから，その配

偶者（夫又は妻）の生活について，それが自らの生活

の一部であるかのように，見守りや介護等を行う身上

監護の義務があるというべきである．・・・現に同居して

生活している場合においては，夫婦としての協力扶助

義務の履行が法的に期待できないとする特段の事情の

ない限りは，配偶者の同居義務及び協力扶助義務に基

づき，精神障害者となった配偶者に対する監督義務を

負うのであって，民法 714 条 1 項の監督義務者に該当

するものというべきである」とした．

そして，A の過失については，まず，民法 714 条

の法的責任の性質について「具体的に，鉄道の線路内

に入り込むような行動をすることを具体的に予見する

ことは困難であったものというほかないが，徘徊した

場合には，どのような行動をするかは予測が困難であ

ることから他者の財産侵害となりうる危険性があっ

た．民法 714 条により監督義務者等が負う損害賠償責

22　名古屋高判平成 26 年 4 月 24 日判時 2223 号 25 頁（ 平成 25
年（ネ）第 752 号）； 　大澤逸平「責任無能力者行為に起
因する損害の『帰責』と『分配』」専修ロージャーナル第 10
号（2014 年 7 月）83 頁；清水恵介「認知症者の鉄道事故に
つき妻の監督責任を認めて半額の損害賠償を命じた事例～認
知症鉄道事故訴訟控訴審判決～―名古屋高裁平成 26 年 4 月
24 日判決―」実践成年後見 53 号（2014 年 11 月）87 頁；田
中朝美「認知症高齢者鉄道事故判決が成年後見実務に与え
る影響」実践成年後見 54 号（2015 年 1 月）43 頁；古笛恵
子「認知症患者による事故と監督責任」法律のひろば 2015
年 2 月号 13 頁；大木満「重度の認知症を患った夫の配偶者
と 714 条の監督義務者」明治学院大学法律科学研究所年報 31
（2015 年７月）227 頁；奥野久雄「重度の認知症による精
神疾患を有する者の加害行為と監督義務者の不法行為責任」
22CHUKYO LAWYER （2015） 17 頁

23　旧精神保健福祉法 20 条 1 項「精神障害者については，その
後見人又は保佐人，配偶者，親権を行うもの及び扶養義務者
が保護者となる．・・・」2 項「保護者が数人ある場合におい
て，その職務を行うべき順位は，次のとおりとする．ただし，
本人の保護のため特に必要があると認める場合には，後見人
又は保佐人以外の者について家庭裁判所は利害関係人の申立
てによりその順位を変更することができる．１後見人又は保
佐人，２配偶者，３親権を行う者，４前二号の者以外の扶養
義務者のうちから家庭裁判所が選任した者」



社会福祉学部研究紀要　第19巻第 1 号

6

任は，加害行為者としての責任無能力者に対する損害

賠償責任を否定することの代償又は補充として，被害

者の保護及び救済のために認められたものであり，無

過失責任主義的な側面がある．」と述べたのち，「Ｃに

対する介護は，控訴人Ａが，Ｔの協力を得て，Ｃの意

思を尊重し，その心身の状態及び生活の状況に配慮し

て行われるなど，相当に充実した介護がなされていた

ものということができる」と介護の充実度を認定しつ

つも，しかしながら，「一人で外出して徘徊する可能

性のあるＣに対する一般的監督として，なお十分でな

かった点があるといわざるを得ない」として，監督義

務を怠らなかったこと，あるいは監督義務を怠らなく

とも事故が発生すべきであったことの立証がないとし

て，過失を認定している．

他方，控訴人Ｂについては，「本件事故当時，Ｃの

長男としてＣに対して民法 877 条 1 項に基づく直系血

族間の扶養義務を負っていたが，（当該義務は）経済

的な扶養を中心とした扶助の義務であって，法的な意

味で，Ｃに対する身上監護に関する権利・義務を負う

ものではない．・・・また，成年後見人に選任された

ことはない．・・・本件事故当時，20 年以上も，Ｃと

は別居して生活していたのであるから，Ｃに対する事

実上の監督者に該当するものということはできない」

として，B の監督義務者性を否定した．

５．両判決に対する各会の反応

日本神経学会・日本神経治療学会・日本認知症学会・

日本老年医学会・日本老年精神医学会の５学会は，地裁

判決に関して「認知症では，・・・なかでも，いわゆる

徘徊への対応は苦慮することが多い．上記の例では，24

時間の見守りが必要と考えられるが，在宅で 24 時間の

見守りは同居する家族に求められる介護の範囲を超える

ものであり，現在の介護保険によって提供されるサービ

スを利用してもほぼ不可能である．この意味では名古屋

地裁の判決は介護の現状にそぐわない内容といえる」．

そして，徘徊者の見守りの体制構築や，患者の責任能力

に関する議論が必要だとする「認知症者の鉄道事故に関

する声明」24 を発表している．

日本精神保健福祉士協会もまた，「認知症列車事故訴

24　日本神経学会・日本神経治療学会・日本認知症学会・日本老
年医学会・日本老年精神医学会「認知症者の鉄道事故に関す
る声明（2014 年 4 月 10 日）

訟に対する見解 25」において「適切なかかわりや支援が

あれば，認知症が進行しても混乱することなく地域で過

ごせるといった事例は数多くある．介護サービスを利用

しても 24 時間目を離さずケアを行うことには困難が伴

うことは言うまでもない．だからと言って認知症の人の

自由を奪うような拘束や施錠などは認知症の悪化はもと

より，自宅や地域での生活の難しさを生み，過去に精神

障害者が置かれていた歴史を繰り返すことにもつながり

かねない．・・・監督義務や監督責任を問う判決内容は

自宅での介護に限らず，グループホームや施設での生活

支援のあり方にも大きく影響するものである．・・・認

知症の人々が住み慣れた地域で安心して暮らすことがで

きるよう，様々な認知症施策がすすめられている中で今

回の判決内容は，国の方向性に逆行し，認知症の正しい

理解を妨げ，家族や介護者の意欲を減退させると言わざ

るを得ない．完全に事故を防ぐことは困難であるが，家

族に監督義務を課すのではなく，考えるべきは，認知症

の人に対する支援のあり方や公的な賠償制度の検討であ

ろう．認知症の人の思いを汲み取りながら継続性のある

生活支援に向けて，認知症の人，家族，地域住民，専門

職がともに安心して暮らし続けることができる街づくり

を考え，生活者としての認知症の人の権利を守り，認知

症の人も周囲の人々も安心して生活できる社会をめざし

ていくことが重要である．」とする見解を発表している．

認知症の人と家族の会は「認知症列車事故　名古屋地

裁判決に対する見解 26」，において，「介護保険制度を使

っても認知症の人を 24 時間，一瞬の隙もなく見守って

いることは不可能で，それでも徘徊を防げと言われれば，

柱にくくりつけるか，鍵のかかる部屋に閉じ込めるしか

ありません．判決はそのような認知症の人の実態をまっ

たく理解していません．また，介護はそれぞれの条件に

応じて行っているのであり，百家族あれば百通りの介護

があるのです．判決は，そのような条件や努力を無視し，

まるで揚げ足取りのように責めたてています．・・・今

回の判決は，認知症への誤解を招き介護する家族の意欲

を消滅させる，時代遅れで非情なものと言わざるを得ま

せん．」とし，「認知症であるがゆえの固有の行動から生

じた被害や損害については，家族の責任にしてはいけな

いというのが私たちの考えですが，しかし，その被害等

25　日本精神保健福祉士協会「認知症列車事故訴訟に対する見解」
（2014 年６月 11 日）

26　認知症の人と家族の会「認知症列車事故　名古屋地裁判決に
対する見解」（2013 年 12 月 11 日）
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は何らかの方法で賠償されるべきです． 例えば介護保

険制度の中にそのための仕組みを設けるなど，公的な賠

償制度の検討がされるように提案します．」とする見解

を発表している．

また，同会は「認知症列車事故　名古屋高裁判決に対

する見解 27」においても，「今年３月，厚労省は，特別養

護老人ホームの入所待機者数をそれまでの 40 万人から 

52 万人に修正しました．そのうえ，入所は原則要介護 

3 以上にされようとしています．在宅介護の困難さはい

っそう大きくなっているのです．このような状況下での

今回の高裁判決は一審に続く時代錯誤と言わなければな

りません」．「認知症の人の徘徊を家族が防ぎきれないの

と同じように，鉄道会社も認知症の人が軌道内に立ち入

ることは完全には防ぎきれない．事故は起こりうるし，

誰もが，またどの鉄道会社もが当事者になる可能性があ

る．事故発生時の損害については，当事者どうしの責任

にするのでなく，社会的に救済する制度を設けるべきで

ある．その制度を設けるために，国が主導し早急に検討

を始めるべきである．」とする．

これらの見解は，いずれも，24 時間の見守り介護が

不可能であること，それを要求することは身体拘束や監

禁を助長することになる危険性があることを指摘し，ま

た，見守り体制等を充実させること，しかし，それが完

備しても事故を回避するのは困難であることを述べて，

社会的に救済する賠償制度等についての議論や責任無能

力者の責任に関する議論の必要性を説いている．次に，

この点の必要性について検討する．

６．認知症高齢者が他害行為を行った場合の責任につい

ての検討

民法 709 条は「故意又は過失によって他人の権利又は

法律上保護される利益を侵害した者は，これによって生

じた損害を賠償する責任を負う．」と規定し，過失責任

主義・個人責任主義を明らかにしている．ここでいう過

失とは「ある事実を認識・予見することができたにもか

かわらず，注意を怠って認識・予見しなかった心理状態，

あるいは結果の回避が可能だったにもかかわらず，回避

するための行為を怠ったこと」をいうものとされており，

その行為の結果を認識・予見する能力を欠く状態にある

者に対しては責任を問うことができないことになる．そ

れゆえ，同法 712 条は「未成年者は，他人に損害を加え

27　認知症の人と家族の会「認知症列車事故　名古屋高裁判決に
対する見解」（2014 年 5 月 14 日）

た場合において，自己の行為の責任を弁識するに足りる

知能を備えていなかったときは，その行為について賠償

の責任を負わない．」と規定し，同法 713 条「精神上の

障害により自己の行為の責任を弁識する能力を欠く状態

にある間に他人に損害を加えた者は，その賠償の責任を

負わない．ただし，故意又は過失によって一時的にその

状態を招いたときは，この限りでない．」と規定する．

しかし，加害者が責任無能力者であるから損害の填補

がまったく受けられないということになると，被害者保

護の理念に反する．そこで，同法 714 条は「前二条の規

定により責任無能力者がその責任を負わない場合におい

て，その責任無能力者を監督する法定の義務を負う者は，

その責任無能力者が第三者に加えた損害を賠償する責任

を負う．」と規定し，責任無能力者に代わって，その責

任無能力者の監督義務者に損害賠償責任を負担させるこ

ととする．また，同条 2 項は「監督義務者に代わって責

任無能力者を監督する者も，前項の責任を負う．」とする．

この責任は，家族団体の統率者としての家長が家族構成

員の行為について責任を負うという家制度の思想にその

沿革を求めることができ，それと近代法における個人主

義的責任思想（自己責任の原則）とを調和させたもので

あると解されている．監督義務者は「その義務を怠らな

かったとき，又はその義務を怠らなくても損害が生ずべ

きであったとき」以外は，その責任を免れないとして，

立証責任を加害者側（監督義務者）に負わせているうえ

に，事実上，これは無過失責任であると解されている．

ここで「責任無能力者を監督する法定の義務を負う者」

および「監督義務者に代わって責任無能力者を監督する

者」とは，加害行為を行った者が未成年者の場合，親権

者（民法 820 条）・親権代行者（同法 833 条・867 条），

未成年後見人（同法 857 条），児童福祉施設の長（児童

福祉法 47 条）等であり，加害行為を行った者が精神上

の障害により責任無能力者となった者の場合，成年後見

人（民法 858 条）等であると解されている．

従前，精神保健福祉法 20 条「保護者制度」における

保護者 28 もこの法定の監督義務者にあたるものと解され

ていた．というのは，この保護者に対しては，精神障害

者が自身を傷つけ又は他人に害を及ぼさないよう監督

し，かつ，精神障害者の利益を保護しなければならない

という「自傷他害防止監督義務」が課されていたからで

ある．これが民法 714 条にいう法定の監督義務であると

28　前掲注 22 参照，実際には，扶養義務者である親や配偶者が
保護者となる場合が約 90％であった．
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されていたのである．しかし，1999 年，精神保健福祉

法の改正によって，自傷他害防止監督義務が削除され，

保護者は，精神障害者に治療を受けさせる義務，精神障

害者の財産上の利益を保護する義務の二つのみを負こと

になった．同改正により，保護者は民法 714 条にいう法

定の監督義務者でなくなったか否かの議論の余地がある

が 29，本件事故以降の 2014 年の改正によって，保護者制

度そのものが廃止されている．そこで，保護者制度廃止

後も，成年後見人や配偶者は法定の監督義務者となるの

かを検討する必要がある．

というのは，控訴審判決は，配偶者の監督義務者性を

実質上，民法の夫婦間における義務，すなわち，民法

752 条の同居義務，扶助義務等から導き出しているから

である．私見によると，かかる親族間の義務については，

第一に，あくまでも夫婦間の義務であって第三者に対す

る義務ではないこと．第二に，認知症の場合，配偶者も

相当高齢に達している場合が多く，監督責任を果たすこ

とが困難な場合が多いこと．第三に，精神保健福祉法の

保護者制度から自傷他害防止義務が削除された趣旨が保

護者の負担軽減であったこと，それにもかかわらず民法

714 条の監督義務責任が課されると解するならば，自傷

他害防止義務の削除は全く無意味となってしまうこと．

これらのことから考えると，夫婦間の同居・扶助の義務

から監督義務者性を導き出すことは適切ではないように

思われる．

さらに，両判決とも，成年後見人が監督義務者に該当

するように論じられていることも検討の必要がある．確

かに，本件事故当時は保護者制度廃止前であり，成年後

見人等は精神保健福祉法上の保護者であったが，2014

年の保護者制度廃止後には監督義務者でなくなったとい

えるのかは検討の余地がある．というのは，民法 858 条

は「成年後見人は，成年被後見人の生活，療養看護及び

財産の管理に関する事務を行うに当たっては，成年被後

見人の意思を尊重し，かつ，その心身の状態及び生活の

状況に配慮しなければならない．」と規定しており，こ

の療養看護に関する事務「身上監護義務」から監督義務

者性が導き出される可能性があるからである．しかし，

第一に，前述のように，1999 年の精神保健福祉法改正

により，保護者（成年後見人）には自傷他害防止義務が

課されないことになっていること．及び，保護者制度が

廃止されていること．第二に，親族が後見人を務めるこ

29　潮見佳男『不法行為法Ⅰ（第２版）』信山社（2009 年）421
頁

とが一般的であった時代とは異なり，近年，親族以外の

第三者後見人が増えてきており，親族後見人よりも第三

者後見人（親族以外の弁護士，司法書士，社会福祉士等

の専門職等）の方が多く選任されていること 30．そして，

これら第三者後見人の場合，日常的に監督義務を果たす

ことは不可能であること．また，そのような責任を負わ

されることになれば，後見人を引き受ける者が激減する

であろうこと 31 を考慮にいれるとすれば，これらのこと

から，成年後見制度の身上監護義務から監督者義務者性

を導き出すことはできないと思われる．

このように解すると，民法 714 条にいう法定の監督義

務者がおよそ想定できないことになり，現行法では被害

者は全く賠償されないのかのように思われるが，配偶者

等介護にあたっている者や介護施設等に民法 709 条によ

る責任が生ずる場合がありうる．

しかし，民法 709 条では，民法 714 条と大きく異なる

点が二つある．一つは，被害者が加害者の過失及び因果

関係の存在を立証しなければならないことである．民法

714 条では，被害者に重い立証責任を課せられるという

不公平さが生じることから，正義公平の原則に照らし立

証責任を転化し，加害者側に監督義務者がその義務を怠

らなかったこと，又はその義務を怠らなくても損害が生

ずべきであったことの立証責任を負わせている．

もう一つは，過失の要件である．民法 714 条の監督義

務者の場合は，控訴審判決が示すように「具体的に，鉄

道の線路内に入り込むような行動をすることを具体的に

予見することは困難であったものというほかないが，徘

徊した場合には，どのような行動をするかは予測が困難

であることから他者の財産侵害となりうる危険性があっ

た．民法 714 条により監督義務者等が負う損害賠償責任

は，加害行為者としての責任無能力者に対する損害賠償

責任を否定することの代償又は補充として，被害者の保

護及び救済のために認められたものであり，無過失責任

主義的な側面がある．」として具体的な予見は必要なく，

一般的に予見可能性があれば過失認定されると解されて

30　最高裁判所事務総局家庭局「成年後見関係事件の概況－平成
26 年 1 月～ 12 月－」成年後見人等（成年後見人，保佐人及
び補助人）と本人の関係をみると，配偶者，親，子，兄弟姉
妹及びその他親族が成年後見人等に選任されたものが全体の
約 35.0％となっている．親族以外の第三者が成年後見人等に
選任されたものは，全体の約 65.0％であり，平成 24 年度以降，
第三者後見人等が親族後見人等を上回っている．

31　参照：前掲注 20）西島吉尚「成年後見人の第三者に対する責
任」；前掲注 21）田中朝美「認知症高齢者鉄道事故判決が成
年後見実務に与える影響」
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認知症高齢者が住み慣れた地域で暮らすために
～認知症鉄道事故から認知症高齢者が不法行為を行った場合の責任を考える～

いる．

他方，民法 709 条の場合，過失認定の前提として具体

的な予見可能性を必要とする．過去に他害行為があれば

予見可能性があると言えるが，数度の徘徊があったこと

をもって，他害行為の予見可能性があったとするのは問

題があるように思われる．この度の鉄道事故でも，徘徊

し，行方が不明となるようなことが予見できるとしても，

線路に入り込むこと，列車事故にあうことまで予見する

ことはできなかったはずである．もし，そのようなこと

まで予見可能性の範疇にあるとするならば，過去に徘徊

のあった認知症高齢者はすべて他害行為の可能性がある

ことになってしまう．しかし，認知症高齢者のうち，2

割程度は徘徊のリスクがあるといわれ，また，認知症高

齢者が年間一万人近く行方不明になっている現実を考え

ると，介護する家族や施設の責任はよほど悪質な場合あ

るいは重過失が認められる場合以外は問うべきではない

であろう．そうでなければ，リスク回避のため，監禁，

身体拘束といった方向へと向かう危険性がある．だが，

このように解すると，今後，認知症高齢者が他害行為を

行った場合，被害者が救済される可能性は極めて低くな

ることになろう．

おわりにかえて

認知症高齢者が徘徊し他害行為に至った場合，①被害

者に損害を甘受させる，②監督義務者や介護者に責任を

負わせる，③責任無能力者本人に責任を負わせる，④社

会全体で補償する，という選択肢が考えられる．①は公

正の観点から許容できないと思われる．現行法では②が

選択されているが，本稿でみたように，監督義務者がお

よそ想定できないため，介護者等に対する責任を追及す

るしかないことになる．しかし，介護者が監督義務者と

同等の責任を追及されるのでは，結局，リスクを回避す

るためには 24 時間介護を徹底するか，座敷牢に監禁す

るかしかないことになる．介護者に対しては，医療の場

合の過失認定に用いられる「医療水準」と同様に考えて，

「介護水準」を満たしていない場合，すなわち重過失あ

る場合のみ責任を追及すべきであろう．また，そもそ

も，高齢者夫婦のみの世帯や一人暮らしの高齢者世帯の

場合，現在の介護保険制度では，同居で 24 時間介護に

あたってくれる介護者は存在しないのである．

日本神経学会・日本神経治療学会・日本認知症学会・

日本老年医学会・日本老年精神医学会の５学会，日本精

神保健福祉士協会，認知症家族の会は，責任無能力者本

人に賠償責任を負わせる，もしくは，社会全体でその責

任を負うというような方向での改正を提案しており，本

稿においても，かかる提案を検討する必要性があること

が明白になったと思われる．

認知症高齢者の場合，財産を有している者もいようが，

多くの認知症高齢者はさほどの財産を有していないと思

われる．責任無能力者（認知症高齢者）本人に賠償責任

を負わせても，責任無力者に資力がない場合もかなりあ

る．また，責任無能力者が亡くなった場合，その相続人

が責任無力者の損害賠償債務等の相続を放棄する場合も

あるため，被害者の救済とならないケースがある．それ

ゆえ，未成年者の場合との整合性を検討しつつも，責任

無能力者の他害行為における責任を社会全体で引き受け

る「犯罪被害者等給付制度 32」のような制度の検討が必

要であると思われる．

法は社会規範の一つである．社会の構成が大きく変わ

り，従来のルールでは大きな矛盾が生ずるようになった

とき，社会規範たる法はその時代に合ったルールへと変

える必要がある．認知症になっても地域で普通の生活を

送れる社会を構築しようとするならば，かかる制度の検

討が必須であろう．

 

32　 �「犯罪被害者等給付金の支給等による犯罪被害者等の支援に
関する法律」（昭和 55 年 5 月 1 日法律第 36 号）第一条 「この
法律は，犯罪行為により不慮の死を遂げた者の遺族又は重傷
病を負い若しくは障害が残った者の犯罪被害等を早期に軽減
するとともに，これらの者が再び平穏な生活を営むことがで
きるよう支援するため，犯罪被害等を受けた者に対し犯罪被
害者等給付金を支給し，及び当該犯罪行為の発生後速やかに，
かつ，継続的に犯罪被害等を受けた者を援助するための措置
を講じ，もって犯罪被害等を受けた者の権利利益の保護が図
られる社会の実現に寄与することを目的とする．」と規定す
る．；また「犯罪被害者等基本法」（平成 16 年 12 月 8 日法律
第 161 号）は，前文において「安全で安心して暮らせる社会
を実現することは，国民すべての願いであるとともに，国の
重要な責務であり，・・・犯罪等による被害について第一義
的責任を負うのは，加害者である．しかしながら，犯罪等を
抑止し，安全で安心して暮らせる社会の実現を図る責務を有
する我々もまた，犯罪被害者等の声に耳を傾けなければなら
ない．国民の誰もが犯罪被害者等となる可能性が高まってい
る今こそ，犯罪被害者等の視点に立った施策を講じ，その権
利利益の保護が図られる社会の実現に向けた新たな一歩を踏
み出さなければならない．」と定める．




